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   Anglo-German economic warfare entered a new phase when the Netherlands and 
France were defeated by the Germans in June 1940. British contraband control, previously 
the chief of weapon of the economic warfare became relatively unimportant and was re-
placed by a simple blockade so far as the naval situation allowed. 

   In Asia and the Pacific, Anglo-German economic warfare brought a distorted relation 
between Britain and Japan. There were two background factors which brought such con-
f rontation. 
   The first one was related to the grave leakage from the British blockage against Ger-
many. Japan tried to transfer some important products which were necessary for German 
war efforts and were contraband goods from the British point of view. Those goods were 
transported through the South Manchuria Railways and the Siberian Railways. Britain be-
came very nervous of Japan's involvement in such leakage to Germany. On the other hand, 
Britain maintained supply-lines with France to support Chiang Kai-shek Government re-
sisting Japan's military suppression through Burma and French Indochina. Japan being bog-
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ged down over the war against Chiang Kai-shek tried to close those routes putting press-

ures on Britain and French Indochina but the Allies did not comply with Japanese demand 

insisting such routes were principal trade traffic only left to Chinag Kai-shek . 

    The other factor was a struggle between the allies and Japan for important raw mate-

rials produced in Asian countries which were colonies of Britain , France and the Nether-
lands. Japan tried to increase her purchase of raw materials from the South East Asia coun -

tries and to undermine the control of Western great powers over them . On the other hand, 

Britain tried to control important raw materials and agricultural products not to be ex-

ported to Japan or not to be reexported through Japan to Germany from Asian colonies of 

British Empire or of France and the Netherlands. 

   The tension reached a peak when France and the Netherlands were defeated by Ger-

many in June 1940 and Japan put pressure on French Indochina and Netherlands East In-

dies to increase the share of export of raw materials getting the chance of Germany's over-

whelming victory in Europe. Although Britain was in a predicament , she could secure posi-
tive support from the USA when the US Government decided in July 1940 to apply export 

license system to all of goods to be directed to Asia . 

   Therefore, two dimensions of the economic blockade , namely the British blockade 

against Germany on the one hand and the Japanese blockade against China on the other col-

lided with each other in Asia while Japan could not deal with the Japanese-Sino War pro-

longed by Chinag Kai-shek' s resistance and tried to find a way out of the difficulties plan-

ning to build up her sphere of influence called the Greater East Asia Co-prosperity Sphere . 

   The collision of the two operations for economic blockade brought a phase of economic 

warfare of Britain and the USA against Japan in Asia and the Pacific earlier than the entry 

of Japan and the USA into the War.
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第1章 経済戦争の特徴 と第1の 段階

第1節 経済戦争に対するイギリスと日本の取 り組み方 と意識の差

ヨーロッパで ドイッとの戦争が起 これば,・その最初の段階で英仏など連合国が効果的に用いる

ことのできる唯一の攻勢的武器として重視 されたのが,経 済的圧力(economicpressure)で あっ

た。1939年4月 の連合国参謀本部スタッフによる戦略的政策に関する広い視野か らの討議資料 も

この点にふれている1。イギリスが1925年 の ロカルノ条約でフランス とともに ドイツの東の隣i国

ポーランドの安全保障を約束 しても,ヨ ーロッパ大陸のフランスとドイッを飛び超えてポーラン

ドを直ちに軍事的に支援することは不可能であった。したがってイギリス政府は ドイツがポーラ

ン ドへ侵攻 した場合の対抗手段 としては,と りあえず ドイッに経済圧力 をかけるのが現実的な政

策だと判断 したのである。

1939年4月 の参謀本部首脳たちの戦略会議 に出されたペーパーは,英 対外貿易省(Department

ofOverseasTrade)の 産業諜報センター(IndustrialIntelligenceCenter)が 日独伊3国 の経済情

勢を分析 した もので,そ のこと自体 イギリスの容易ならぬ軍事的情勢 と経済圧力の行使が官民の

経済情報に支えられなければならなかったことを物語 るものであった。経済圧力にはこの場合2

つの形態があ り,1つ は敵国の戦争努力に不可欠な物資が海外から供給 されるのを防ぐことであ

り,他 は敵国の経済生活の破壊であった。後者はもっぱら空軍の役割であったが,戦 時下で も純

粋な軍事 目標に攻撃を限定 しなければならない国際法や国際道義の制約があった。そのため経済

圧力の努力は前者 に,つ まり海軍力をバ ックにした封鎖に集中的に向け られることになった。

この経済圧力は,戦 時にはとくに敵国の経済力を破壊するための経済戦争(economicwar)と

して位置づけられた。経済戦争は,敵 国(交 戦国)の 経済を混乱 ・破壊 し,戦 争遂行能力を経済

的に抑制する戦争手段の1つ であ り,そ の目的が敵の敗北にあるという点では,軍 事作戦の1つ

だとみることができる。経済戦争の機能は陸海空3軍 の戦いを補完するものではあるが,総 力戦

の もとで戦争の長期化が予想 されたとき,そ の重要性は前面に押 し出された。英独戦争勃発後の
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1939年10月 末,英 参謀本部首脳は,連 合国が攻勢をとりうる唯一の分野が経済にあ り,す でに ド

イッに対 して外交的 ・財政的手段 による圧力 をかけていることを明らかにした2。

日本 に対する経済圧力の必要性が討議 されたのはかなり早い時期である。1930年 代 に経済圧力

によって日本を柳制する可能性が種々の視点から検討 された。初めは国際連盟による経済制裁政

策として,後 には中国における西欧諸国に対する日本の差別政策への報復手段 として,さ らに経

済戦争全体の観点か ら検討が加えられた。そして具体的な計画が練 られたのは,1937年7月 廬溝

橋事件に端を発 した日本の対中戦争が本格的に進展 したときであった。 これらの討議から常に引

き出された結論は,対 日経済圧力の成功 はいつにアメリカの協力にかかっているということであ

った。このイギリスの命題は,そ の後確固浮動のものとなり変わらなかった。1937年10月 の英産

業諜報センター報告書は,「 日本の備蓄が枯渇 したあと,英 帝国や連合国の影響力下の地域か ら

の原料資源の供給がなければ日本の経済 は立ち行かな くなる。ただ し英帝国のすべてはもちろん

のことアメリカの効果的な協力が なければ,対 日ボイコッ トの手段 はその目的 を達成 し得 な

い3。」 とした。

英帝国の安全保障を検討する帝国防衛委員会(theCommitteeofImperialDefence)は1937年12

月末,対 日経済圧力 を行使するための明確な計画を準備することは,ド イツに対する同種の計画

を準備することより優先的に行われなければならないとい う指令 を下 した4。このため対独経済

圧力の具体的計画を作成のための作業 は一時中断されたが,1838年3月 に復活 している。

想定 された対独戦争時の経済戦争計画に水を差す形で,対 日経済圧力の計画準備を優先させ よ

うとした指令の意味するところについては,い くつかの背景が考えられなければならない。 まず

国際情勢 を考 えると,イ ギリスでは ドイツとの緊張が1937年 の前半を通 じて継続 したとはいえ,

1938年3月 のオース トリアの ドイツによる強制併合や9月 のミュンヘ ン危機の前であ り,ド イッ

との関係が緊迫感 を帯びていたとは必ず しもいえないことである。これに対 して日本は南京攻略

作戦 を行い,中 国人虐殺のいわゆる南京事件が世界に報道 され,英 米にも大 きな衝撃 を与えた時

期であった。 しかしそれ以上に,対 日経済圧力を成功 させるためにはアメリカの協力が必要であ

り,ま た ドイッとの全面戦争にアメリカの協力を引き出す上でも,対 日経済圧力の具体策 を早 く

描 き出す必要があったのではなかろうか。対独 ・対日どちらの具体案にしても,戦 争遂行 に欠か

せない重要物資の備蓄状況,戦 時禁制品のリス ト,敵 性国家 との交易 を行っている国々との関係

調整つ まり規制措置や外交的説得の内容が含 まれなければな らなかった。とくにアジア ・太平洋

では,英 仏蘭の植民地やアメリカの影響力圏がからみ,さ らにオース トラリアやカナダなど大英

帝国内の事実上の独立国が関係 して くるので対 日経済圧力 をかけるうえでの調整活動は きわめて

複雑 な道の りが予想された。

対独経済圧力 と対日経済圧力が平行 して検討 され,戦 時における経済戦争の具体策がそれぞれ

策定されたのは,ほ とんど同じ時期であ る。日本のそれは1938年2月5,ド イッのそれは同年7

月6である。対 日計画 はかな り精巧 にまとめ られたもの,対 独計画は一応その時点で完成 された

ものであった。対 日経済圧力の計画はアメリカとの協定達成に主眼をお くものであったが,ア メ

リカの対 日経済圧力 は道義的禁輸政策(moral-embargopolicy)と 呼ばれる段階にとどまってい

た。
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第2次 世界大 戦時 には,イ ギ リスで は経 済 戦争 省(TheMinistryofEconomicWarfare)が 世

界 的な規模 の経 済戦 争 の運 営 にあ た った。 イ ギ リスの経 済戦争 省 は1939年9月1日,ド イッが

ポ ーラ ン ドを侵攻 し英仏 両国が直 ち に ドイッに宣戦 を布告 したその 日か ら2日 後 の9月3日 に設

立 され た。 第1次 世界 大戦 の封 鎖省(MinistryofBlockade)の 機 能 と同様 な役 割 を担 うた めの

もので あ る。 初代 の経 済 戦争担 当 相 に は下 院議 員 の7ク ロスが な った が,経 済戦 争省 の総 局長

(directorgeneral)に1ま,イ ギ リス の海外 の財 政 通 として知 られ,1935年 か ら36年 にか けて 中国

の幣制改 革 と国際借款 の供 与 に取 り組み,2度 に わた って来 日 した ことのあ る8リ い ス ・ロスが

就 任 した。 また戦 時内 閣(WarCabinet)9の 下 の民事 関係委員 会 として生産 ・輸 入 ・輸 出な どを

つか さどる諸委 員会が で きた。 また軍事 や民事以 外の他 の委員 会 と して極東 ,石 油統制,帝 国 コ

ミュニケ ーシ ョン,連 合 国の供給 調整,レ ジス タ ンス支援 な どの各種 の委員 会がつ くられ ,こ の

うち極 東委員会(FarEasternCommittee)は 日本 との経済 関係 の調 整 に関わった。

一方 日本では
,外 務省が1938年,企 画院を中心 として作成 した生産力拡充4ヶ 年計画に対応 し

て,重 要物資の補給などに関 して世界の原料資源の調査を行 った10。調査すべ き重要資源は22品

目にのぼ り,世 界における分布状況,国 内資源の利用状況や輸出入状況,日 本への輸入にあたっ

ての障害などが調査 された。 しかし,調 査部の人員は限られているうえ,軍 隊への招集などによ

って調査は滞 りがちであった。

こうした状況下であって も,1939年 の調査部第2課 の執務報告書11の なかには,「次期大戦勃

発 に関する調査一 わが国家的要求の実現の方策」 として,「英仏の資源封鎖 と資本制覇」 とい う

研究テーマが見 られた。また,「支那事変が欧州危機あるいは世界戦争危機に与 える影響」 とか
「欧州の戦争危機が極東危機 に与える影響

」 などをテーマにした研究 もなされ,ヨ ーロッパの戦

争 とアジアの戦争のリンケージ(連 結)の 可能性が検討 されたことが うかがえる。 しかし,経 済

圧力や戦時の経済戦争に関する調査 ・研究が続行 され,政 策面で反映 される動 きはまった くみら

れない。世界大戦の到来の考えられる時期 に外交や経済面での戦いについての総合的な政策の検

討がなされなかったことは,外 務省にも日本主義や皇道主義の波が押 し寄せたことと無関係では

ないと考えられる。「道義外交」の遂行 に必要 な思想的訓練が在外勤務より帰朝 した外交官や初

めて任官した ものに施されるなど,現 実的な対応の求められる外交の環境は変化 していた。

1939年9月 ヨーロッパで戦争が始まると,外 務省調査部の目標は基礎資料の整備 におかれ,世

界の資源に関する具体的な調査は一時中断のやむなきに至った。経済戦争の最前線 に位置 しなけ

ればならな くなった日本の外務省が,世 界各地か らの情報を収集 し,総 合戦略をうちたてるため

の調査 ・立案機能を発揮することのできない状況下におかれていたことがうかがえる。1933年 に

設置された外務省調査部 は,も ともと政府の総合戦略の立案に資するため現地にアンテナをはっ

た調査能力や企画能力 をもつことはできなかった。またイギリスの経済戦争に対 して現実政治か

らの対応策を編み出す ことも期待 されていなかったということがで きる。

日本では太平洋戦争の勃発後に,東 条英機内閣のもとで1942年ll月 に大東亜省が,43年11月 に

は農商 ・軍需2省 が,ま た運輸通信省が設置 された。またかっての資源局は1937年 に企画院に発

展 し,43年 に軍需省に吸収 された。農商省や運輸通信省の発足は戦争を効率的に遂行するための

措置であ り,企 画院や軍需省 も国家総動員を統一的に行 うためのものであった。 しか し経済圧力

や経済戦争については,外 務省がこれに対処する以外なかった。そ してそれすらも軍部の外交問

題への関与が顕著であ り,外 交官の経済交渉の業務 は萎縮 した決定権のないものであった。

一153一



第2節 戦争の長期化の前提

経済戦争の作戦計画の立案は敵国の経済力の分析か ら始 まる。英対外貿易局長の12モー トンは,

1939年9月21日 のリース ・ロス宛ての覚書のなかで ドイッの経済力を分析 し,ド イッがオース ト

リアやチェコスロバキア,ダ ンチヒを支配下に置いたことで押収 した外貨を自国の5ヶ 年計画に

組み入れるとともに,な おその剰余金を軍事費に充当する可能性 を指摘 し,ド イッの海外からの

諸原料 を購入する資金量に余裕が生 じた と分析 した。 また英大蔵省事務次官 ジョンが同じく

リース ・ロスに宛てた1939年9月13日 付けの書簡では,戦 時内閣(warcabinet)が 政策の基礎

を戦争が3年 あるいはそれ以上続 くであろうという前提の上においていることを強調 している。

戦争の長期化 と経済戦争の重要性の共通認識を英政府首脳が確認 し合っていることを示唆するも

のである13。

第3節 第1次 世界大戦時 との差異

第2次 大戦の勃発時に,英 国側の経済戦争遂行の観点か らみた前大戦 との相違点の主たるもの

は,ド イッを封鎖するうえで重要 な役割を果たす同盟国の違いである。前大戦ではイギリスはイ

タリアとロシアを同盟国 として ドイッと戦 ったが,そ うした条件は存在せず,両 国は ドイッとそ

れぞれが結びつきをもつ中立国であった。イギ リスは戦争遂行のための重要物資の相当部分が中

立国から ドイッに流れ込むことことを予想 しなければならなかった。禁輸対象物資の世界的統制

がむずか しいことを前提にして,イ ギリスの経済戦争の基本政策はまず中立国対策を中心 として

立案 されなければならなかった。

中立諸国への一般的な対応 として考 えられなければならなかった諸点には,次 のようなものが

ある。

1経 済的には,ド イッが中立諸国と決済協定を結び,原 料や食糧の供給を受ける代 わりに製品

を輸出するシステムをつ くりあげているので,そ れらの中立国に英帝国や英連邦諸国から原料

や食糧が輸出されると,ド イッに再輸出される余力 を生 じさせる。

したがって,ド イツへの再輸出が可能にならない よう中立国に対する輸出割 り当て制度 を導

入する必要がある。

1中 立国としては,自 国への供給がイギリスから規制 されていれば,ド イツへの再輸出もおの

ずか ら制限 しなければならない。 したがってイギ リスの圧力によって ドイッへの輸 出を規制 さ

せ,中 立国と ドイッとの摩擦を少な くさせる方が得策 と判断された。中立国に対する輸出割 り

当て制度はこの観点からも妥当性 をもつ と考えられた。

皿 第1次 大戦時 とは異な り,中 立国は貿易 を政府の管理下にお き統制を強めているので,英 政

府は中立国の民間業者 との取 り決めではな く,政 府 との取 り決めを重視 しなければならない。

IV民 間業者 に圧力をかけるのと異な り,中 立国の政府に圧力をかけるのは容易ではないことを

認識 しなければならない。

V中 立国に対 しては ドイッからも強力 な圧力がかかる。イギリスからの圧力が微弱であれば中

立国としては ドイッの要求に傾斜 させ られる。したがって,双 方の圧力のバランスによって中

立国の中立性が引 き出されるとい う現実がある。

VI中 立国は連合国あるいは枢軸国の側か ら原料や食糧の供給が規制 され,ま たそれぞれの敵国

側への輸出も制限される場合,経 済的に大 きな打撃を受けた。この場合に英政府は中立国が反
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英の立場 に傾斜 しないように,食 糧 などの供給 を確保 した り,そ の輸出市場をあるてい ど維持

させる政策を考えなければならなかった。中立国の輸出を維持させるためには,政 治的判断か

ら特定物資の購入をはかったり,あ るいは ドイッへの重要物資の漏洩(リ ーク)を 防 ぐため重

要物資について先買権 による購入(pre-emptivepurchase)を 行 う必要が生 じた。

皿 イギ リスが世界 の産出物の大部分 を購入する・ことのできないことは自明の理であるbイ ギ リ

スがアメリカから購入 していた ものを輸出市場 を失った中立国からの購入 に切 り替えるか,あ

るいはアメリカが他の中立国か らの購入 を国防の観点か ら積極的に行うかが必要 となる。

孤 世界貿易の規制 と縮小の中で,イ ギリスは ドイッの輸出市場 を奪い,ド イッと中立国の市場

をめぐって競い合わなければならない。

第4節 中立国の分類 と対策

経済戦争の第1の 段階は,交 戦国が中立国との関係 をできるだけ国際法の枠組みの中で合意に

基づいて規制 しようとした段階である。経済戦争 の手段 としての中立国への対応では,外 交交

渉 ・説得 ・圧力とい う方法が とられた。中立国の政府や企業,個 人が敵国に利益 となるような経

済上の取 り引きをしないように説得 した り,誘 導 したりするあらゆる手段が試み られた。しか し

中立国の立場は,戦 争の総体的な優劣や将来の見通 し,中 立国の関係する地域での戦闘の状況な

どで微妙に揺れ動いた。

イギリスは中立国の地政学的立場に照 らして,中 立国を便宜上2つ に分類 し,そ の対応の原則

を定めた。

1つ は,イ ギリスが制海権 をもつ海に よって敵 国 と隔て られている中立国で,海 外 中立国

(overseasneutrals)と 呼ばれた。 これ らの国々に対す るイギリスの外交活動は,海 軍力をバ ッ

クにしてその国が直接的に,あ るいは敵国と隣i接する中立国を通 じて間接的に,自 国の生産物 を

敵国に供給することを防 ぐことであった。ラテンアメリカ諸国,中 東や一部のバルカン諸国,ア

ジア ・太平洋の国々はこの海外中立国のグループに分類 された。

他の1つ は,敵 国と非常 に近接 している中立国で,隣i接 中立国(adjacentneutrals)と 呼ばれ

た。地理上のそのおかれた位置によって敵 国と陸や近海によって容易に交流することができる国

である。イギリスのこれら隣接 中立国に対する外交活動は,そ れらの国々が自国の生産物を敵国

に供給することばか りではなく,他 の中立国 と敵国 との交易の橋渡 しをすることを防 ぐことに向

けられた。つ まり,で きるか ぎり戦時:貿易協定を結ぶことによって ドイッとの貿易拡大を牽制 し,

他方で敵国 と他の中立国との貿易上のブリッジの役割を果たさぬようイギリスや大英帝国域内と

の貿易関係 を定めることが必要となった。

隣i接中立諸国の中には ドイッに経済的利害関係に加えて政治的親近感をもつものもあ り,イ ギ

リスとの関係は微妙 な面があった。これらの国々は ドイッからも強い圧力がかけられるだけに,

英独の経済的圧力の相対的な程度によって,中 立の度合いが定 まるのであったが,イ ギリスから

の圧力が強すぎる場合には ドイッ陣営に投 じた り,あ るいは逆に ドイッか ら攻撃 をうけ占領され

る危険性が常にあった。

海外中立国と隣i接中立国の区別は便宜的なものであ り,ド イッが近隣…諸国を攻撃 し占領した場

合 には,海 外中立国から隣i接中立国へとその立場 を変化 させ られる国も生 じた。

たとえば1940年6月 のフランス崩壊後,ス ペインはナチス ・ドイッの軍事 占領下におかれたフ
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ランス領土やナチス協力 を約束 したフランスのヴィシー政府の領土 と接 し,隣i接 中立国の立場に

立たされた。スウェーデンやフィンランドも,デ ンマークやノルウェーが ドイツの攻撃 を受け占

領されるに及んで隣i接中立国の立場に立たされた。 ソ連のような国もドイラと分割 したポーラン

ドで,ま たバルチック海をはさんで ドイッと接 していた。この点で隣接 中立国の特性をもってい

たが,他 方でユーラシア大陸に東西にまたがるその地理的関係で海外中立国としての一面 ももっ

ているということもで きる。またスイス は,ド イッおよび ドイッに併合されたオース トリアに接

した典型的な隣接 中立国であったが,西 の隣接 国フランスが ドイツに降伏 し,南 の隣i接国イタリ

アが連合国側に宣戦を布告 したので,枢 軸国側に完全 に取 り囲まれることになった。

イギリスが中立諸国に対する外交的活動 を積極的に行 って ドイツとの経済戦争 を遂行 しえた時

期 には,ヨ ーロッパでは戦争のなかでの比較的安定 した国際関係をみることができる。 ドイッが

ポーランドを電撃戦(blitzkrieg)で 壊滅 させた後の1939年10月 から40年4月 までの"に せの戦

争"(phoneywar)と 呼 ばれたしばらく戦闘のない時期に該当する。 この後 ドイツは再び電撃戦

によりデンマークやノルウェーを奪い,次 いでオランダやベルギーを武力で席巻 した。 ドイッ周

辺の隣接 中立国が相次いで崩壊 させ られ,外 交活動に重点をおいたイギリスの経済戦争はその修

正を求められることになった。

第5節 コン トラバン ド・コン トロールをめぐる日英対立

ヨーロッパの海域では,疑 いを持たれた船舶は臨検,拘 留され,積 み荷 を没収 されるなどイギ

リスの対独封鎖命令は実行された。 ヨーロッパ海域の日本船舶 も例外ではなかった し,ま た ドイ

ッか ら日本へ輸出される貨物 も押えられた。 しか しこの ドイッか らの対 日輸出品の差 し押 さえは,

日本の度重 なる要求でイギリスが政治的判断から譲歩 を行い,命 令の適用が除外 された。 ドイッ

から日本 に向けての対 日輸出品のス トップについてはイギリスの姿勢は及び腰:で,と くに1940年

の ドイツのオランダ占領でロッテルダム港を離れられなく.なった日本船については,日 本の強硬

な抗議 と圧力で,出 港が認められている。

他方,日 本からドイッあての輸出品についても,日 本側はイギリスに対 し公式にその安全を保

障するよう求めた。 日本は正常な貿易関係 をヨーロッパ と維持する権利を主張 し,イ ギリスの差

し押さえを不当とした。 日本側がその差 し押さえを不当 としたものは,① 非戦時禁制品,② ロッ

テルダム,ア ントワープおよびスカンディナビア諸国の港のような中立港あての貨物で,荷 受人

が中立国の国籍 を持つ もの,③ ハンブルク経由スカンディナビアあてに発送されるものであった。

日本か らドイッに向けられる恐れのある輸出品に関 しては,イ ギリスは基本的姿勢 を譲らなか

った。つまり①貨物の最終的目的地が ドイッであるという証拠があれば,中 立国における中立の

荷受人であっても,そ こに送 られる貨物は差 し押 さえの対象になる,② ドイッの支配下に入るい

かなる貨物 も,そ れが ドイッ経由で中立国に向けられるというものであっても,敵 国を目的地 と

するものとみなされ,そ のような扱いを受けるというものであった。

一方アジア ・太平洋においては
,ヨ ーロッパ地域 と異なり,イ ギリスは戦時貿易協定の取 り決

めを日本や中国,タ イ,あ るいはソ連 との間に締結することはできなかった。効果的に対独禁輸

政策を実施するシステムは,経 済戦争の第1の 段階においても出来なかったといってよい。イギ

リスは1940年4月 に,北 緯21度21分 以南で ドイッに戦時禁制品を運ぶ船舶を臨検 して,あ る場合
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にはこれを拿捕する命令 を出 した。北緯21度21分 以南の海域は台湾の南であ り,日 本の領土や中

国沿岸部は含まれていなかった。このように日本が制海権 を有する海域の南ではあったが,日 本

の信託統治領であるミクロネシアは含まれており,ま た海南島やインドシナ海域 も臨検の対象地

域内にあった。北緯21度21分 以南の海域において封鎖手段 をとることは日本との軍事摩擦を起 こ

す可能性は非常に高 く,こ の命令は太平洋では効果的に実施されなかった。

戦時禁制品については,国 際法は無条件の禁制品(absolutecontraband)と 条件付 き禁制品

(conditionalcontraband)の2つ の形態 を認めている。無条件の禁制品は,戦 争の 目的に合致す

るもの と,平 和の目的にも使われるがその性格上戦争で敵にとくに役立つ ことの出来るもの とが

ある。これら無条件の禁制品として宣言 されたものは,中 立国に引 き渡されるものであっても終

局的に敵の領土に向けられることが証明できるものであれば,差 し押さえすることができる。他

方,条 件付 きの禁制品は戦争 と平和の双方の目的に使われるものである。 しかし条件付 きと宣言

された場合で も,戦 争の目的に使用されることが明 らかなさいはコントラバ ンド・コントロール

に服することになる。 しか し,特 定の商品の終局の目的地が敵の支配地であることや戦争の目的

に使用 されることの証明はそれほど容易ではなく,日 本のような中立国であってもイギリスに対

しては敵機国家の立場 をとる場合は,コ ン トラバン ド・コン トロールの厳格な適用 に執拗な抗議

を繰 り返すことができた。

日本はまた,個 々の船舶の扱いや輸送の遅延の問題について,苦 情 を次々に提出した。経済戦

争の中での国際法の解釈 に関わる法的係争は,日 英関係の基本的に相容れない対立 を浮き彫 りに

している。とくに日本側は,戦 争勃発前に ドイツに送 られた輸出品の差 し押 さえに執拗 に抗議を

繰 り返 した。差 し押 さえられた輸出品の総額は,日 本大使館の推定では2000万 円(120万 ポンド)

にのぼるとされた。これらの輸出は主として三井 ・三菱,大 蔵の各商事会社 によってなされたも

のであり,こ れ らの会社が問題を提起 し,外 務省がロン ドンの日本大使館を通 じて1939年 後半か

ら40年初めにかけて抗議 を重ねたものである。

この経済戦争に関わる日英摩擦をみると,日 本側は最後 までイギリスの法体系のなかでこの国

際問題が処理 されることに抵抗 している。他方,イ ギリス側は自国の定めた戦時禁制品に関する

扱いをイギリスの法体系の枠組みの中で処理 しようとした。この時代はカントリー ・リスクを計

算に入れた輸出政策などはなかったし,ま た政府の輸出信用政策など輸出業者 をバ ックアップす

る法的 ・経済的制度などはなかった。そのうえ日英間のこの問題の処理にあたっては,ロ ンドン

の日本大使館 とイギリス外務省の書簡のやりとりであ り,問 題解決で妥協点をさぐる公式な会議

も,非 公式な協議 もみられない。また第3国 による調停や経済戦争で同 じ問題を抱える国々を含

めての多国間会議などは行われなかった。

1939年10月 から40年4月 までは"に せの戦争"と 呼ばれるようにヨーロッパの戦局は閉塞状態

にあったのにもかかわらず,日 英関係は英独問の経済戦争 と日本の対中封鎖作戦の問の緊張が,

緩和に向けた努力を許さないほど進行 していたとみることもできる。また,調 停や仲介に乗 り出

しうる唯一の大国であるアメリカも日英間の調停や仲介の役割を担おうとする意思は示さなかっ

た。 日本 とイギリスとの外交交渉は妥協点を探るもの とは到底いいがた く,逆 に双方が原則的な

立場を明確 にし,隔 た りを際立たせることに精 を出 したといえる結果 をもたらしている。
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第2章 経済戦争の第2段階への進展と国際関係

第1節 フランスの崩壊 と経済封鎖への傾斜

交戦諸国間の緩衝地帯あるいは緩衝役 で もあった中立国をめ ぐる国際的な環境 ・条件 は,ド イ

ッが中立国であるベネルックス3国 を侵攻 しフランスを包囲して陥落させた1940年6月 の段階で,

決定的な変化を生 じた。

経済戦争の第2段 階への移行の特徴の第1は,ヨ ーロッパの中立諸国の数は急減 し,中 立国全

体の地位 に変化が生 じたことであち う。 ドイッ北西の隣i接中立国であったデンマーク,ノ ルウ

ェーにρついて,オ ランダ,ベ ルギー,ル クセンブルクの低地諸国(LowCountries)が ドイッ

に占領され,東 の中立国であったルーマニア,ハ ンガリー,ス ロバキア,ブ ルガリアもドイツの

衛星国となり,中 立国グループから姿を消すことになった。

また,1940年6月 にはバルチック3国 がソ連に併合された。残るヨーロッパの中立国は,ソ 連

をのぞけば,北 欧ではスウェーデンとフィンランド,イ ベ リア半島ではスペインとポル トガル,

バルカン半島のユーゴスラビア,そ れに中欧ではスイスを残すだけとなった。 しか しそのスイス

も,イ タリアの参戦 とフランスの陥落で四方を枢軸国側に取 り囲まれていた。

英独の双方か らの圧力のもとで戦時貿易協定を結び中立的立場を維持 してきた国々は,ド イッ

のヨーロッパ大陸支配で,交 戦国の問でバランスのとれた経済関係を維持することが困難になっ

た。イギリスの対独経済戦争は,中 立諸国に重点をおいた外交交渉の余地が狭 まり,海 軍力を使

用 しての海上における強制的な対独経済封鎖活動に重点がおかれるようになった。 この場合アメ

リカの支援がきわめて重要な位置を占めることになった。

経済戦争の第2段 階への移行の特徴の第2は,フ ランス崩壊後のイギリスの強制的封鎖に力点

をおいた対独経済戦争が,日 本の対中封鎖作戦や日中戦争打開のための南進計画 と直接的な関わ

り合いをもってきたことである。 日本は1937年8月25日 に中国海岸封鎖の宣言を行ったが,イ ン

ドシナ ・ルー トやビルマ ・ルー トなどの蒋介石政権 に対する補給ルー トが西側からの武器の搬入

路であるとの情報に接 し,フ ランスやイギリスに対中武器禁輸や補給路の監視などを申し入れて

いた。中国との戦争を先行 きの見通 しな く拡大することになった日本は,フ ランスの崩壊 を契機

として西側諸国の排除を目指 した南進計画を徐々に実行に移 し,英 帝国の安全に脅威を与 えるこ

とになった。また日独伊3国 軍事同盟の締結を通 じて ドイッとの提携の強化を求め られるなかで,

ドイッ向けの重要物資を満州やソ連を経由 して輸送 し,イ ギリスの対独経済封鎖 にほころびを生

じさせた。

他方,イ ギリスは日中戦争 に関 しては中立国であった。 しかし,そ の中立的立場は微妙であっ

た。日中戦争の拡大と日本の対中経済封鎖 を強化 しようとする努力 は,欧 米の中国 との経済関係

を損ない,欧 米列国は日本に抗議するとともに,対 日抗戦をつづける蒋介石政権への支援の姿勢

を変えなかった。 日本はイギリスの支配下のビルマ ・ルー トやフランス領インドシナのルー トが

蒋介石政権への軍事補給路であるとしてその閉鎖を強 く求めたが,英 仏両国は中国への交易路と
』
しての意義と自由貿易の建前を堅持 してその閉鎖圧力に抵抗 した。

イギリスの対独経済戦争の観点からみれば,南 満州鉄道やシベ リア鉄道を使った戦時禁制品の

対独輸送は,ソ 連からの漏洩(Russianleak)で あ り,ま た 日本からの漏洩であって,そ れぞれ

の政府がからんだ意図的な漏洩であった。 これに対 して,日 本の対中経済戦争の観点か らすれば,

ビルマ ・ルー トや仏領インドシナ ・ルー トは対中経済封鎖に対するイギリスやフランスの意図的
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な漏洩であった。

日本は1937年 の中国との軍事紛争 を支那事変(Sino-Japaneseincident)と 呼称 して国際法上の

戦争 ととらえることを避けたので,中 国に対するコン トラバ ンド・コン トロール(戦 時禁制品の

規制)を 中立国に対 して要求できたかどうかの問題はあろう。 しか し支那事変は実質的な戦争で

あった。戦火は拡大の一途をたどり終息の気配もみえないまま,第2次 世界大戦 と関連をもちな

がら発展 した。 とくに日中戦争 と英独戦争は経済封鎖の側面で緊張 した相関関係 を有 して くるの

である。イギリスは日中戦争の中立国であ り,日 本はヨーロッパの戦争 については中立国である

という前提は,形 式を残 して実質的には徐々に,ま た確実に崩壊 していった。

第2節 アジア ・太平洋における日英対立の質的変化

ドイツはフランスの降伏で西ヨーロッパ と北アフリカの資源の一部をあらたに獲得 した。 しか

し英軍最高司令部と経済戦争省の情勢分析は,な お ドイッとその支配下の地域は主要な資源を外

部 に依存 しなければならない という判断であった14。輸入すべき資源の主たるものは,衣 服や履

き物のための繊維類,ゴ ム,錫 ニッケル,コ バル トであった。また ドイッと占領地域は食糧不

足の状況下にあった。さらに石油についても,ル ーマニアやポーラン ドそれに ドイッの石油生産

はソ連からの石油輸入分を加えても,枢 軸国の備蓄 を維持するだけの必要量を確保することはで

きなかったと判断された。

重要物資 について ドイッ経済のこのような外部依存の状況は,苦 境 に陥っているイギリスをし

て,な お ドイッに経済圧力をかけ続ける有利なカー ドの存続 していることを確信 させた。経済圧

力のためのカードは,米 英協力の質的拡大であり,オ ランダ ・ベルギー ・フランスの海外植民地

の存在であった。フランス崩壊後 も,イ ギリスが ドイッの必要 とする資源 をコン トロールする地

位にあるということは,連 合国の戦争努力の中で経済戦争があらたに全面 に押 し出されたことを

意味するものであった。 ヨーロッパの中立国家群の消滅は,通 常のコントラバン ド・コントロー

ル,つ まり戦時禁制品の規制を外交努力で推進する段階が終わったことを意味した。さらに踏み

込んで海軍力 をバックにした禁輸政策を広範な品 目にわたって実施することであった。

日本はフランスの瓦解 とイギリスの苦境にあたって対 中経済封鎖を強化 し,さ らに,大 東亜共

栄圏の構想の具体化 と南進政策に着手する道 を選ぶ ことになった。オランダ領東インド(イ ンド

ネシア)と フランス領 インドシナの両植民地が,宗 主国であるオランダとフランスの敗北で,政

治的な拠 りどころを失 ったその時期が分岐点になった。日本はイギリスの対独経済戦争が日本の

経済活動に重大な損失 をもたらしていることに対 してイギリスに抗議するとともに,南 方に重要

物資の供給源 を求めて,イ ンドネシアとフランス領インドシナ当局に日本 と貿易協定を結ぶよう

圧力 をかけた。またアジアでは唯一の独立国であるタイに対 しても,フ ランス領インドシナとの

国境紛争の調停役 となり,日 本 と特別な関係をもつよう圧力 をかけた。フランス領インドシナや

タイに関 しては,軍 隊の駐留権や通過権 を獲得する可能性が高 く,イ ギリスは日本の南方工作 に

重大な危機感 をもった。

まさにこの時に,イ ギリスは経済戦争の手段 としてオランダ ・ベルギー ・フランスの海外植民

地の重要性 を再認識 している。そ して,経 済戦争遂行の必須条件 としてアメリカとの協力の質的

グレー ド・アップを求めたのである。
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第3節 フランス崩壊後の経済戦争手段

1940年6月 までは中立国との戦時貿易協定の交渉 を中心 とした外交活動が積極的に展開された。

1940年3月 にはノルウェー,デ ンマーク,オ ランダ,ス ペインと戦時貿易協定の調印が行 われ,

その他の隣i接中立国に対 しても戦時貿易協定取 り決めに向けた交渉が一進一退の動 きの中で進め

られた。

隣i接中立国に対する英帝国か らの供給 は,戦 前の水準を維持するように求められた。戦前の水

準を超えた供給がなされれば,戦 争努力に必要な重要物資が ドイッか らの圧力のもとで ドイッに

再輸出されることが想定 されたか らである。そのためには輸入割 り当てに関する取 り決めが求め

られた。協定が締結できない ときは,特 定の商品についての自主的な輸入規制が期待 された。海

外中立国と隣接中立国の双方の側面をもつ トルコに関 しては,特 定の商品について隣接の中立国

に輸出を増やさないよう交渉 したが,交 渉は難航 した。

こうした第1段 階の経済戦争の手段 は,フ ランスの崩壊 とドイッのヨーロッパ支配の強化で壁

に突 き当たった。すでに成立 していた戦時貿易協定は ドイッの支配下には入った国では無効 とな

り,交 渉が進展 し調印の見 とお しのついた国で も暗礁 に乗 り上げた。イギリスはコン トラバ ン

ド・コントロールの厳格な適用 を求め て,す でに導入 されていた輸出 ライセンス制度(export

licensesystem)に 加 えて,航 海適格 証明制 度(navicertsystem)や 船舶適格証明制度(ship

warrantscheme)を 導入して,海 外中立国からの ドイッや ドイッ占領地域への輸出を規制 した。

この場合,戦 時禁制品を運んでいる疑 いのある船舶に対 して,立 ち入 り検査,船 舶の拿捕,最 寄

りの基地における捕獲審判所(prizecourt)に よる審判,戦 時禁制品の押収などを,英 海軍によ

る強制的措置によって実施 した。

こうした強制的封鎖政策は他の手段 によって支えられた。利敵行為の企業や個人に関するリス

トの作成,船 舶航行の規制,金 融に関する規制,保 険に関する規制の措置などである。

とくに利敵行為を行 う企業や個人のリス トの作成は基本的な重要性 をもっていた。これ らのリ

ス トは法定 リス ト(statutorylist),ブ ラ ック ・リス ト(blacklist),ホ ワイ ト・リス ト(white

list)に 分類された。

法定 リス トには,中 立国に設立 されているが敵の領土から支配 されている敵企業,中 立国の企

業だが敵が株式の重要部分を所有 し,敵 国政府のエージェントとして活動 したり敵国との貿易 に

主として従事 している企業,ク レジッ ト・ローンなどの方法で財政的に敵 を支援 している商社,

あるいは敵の企業のためのエージェン トとして専ら活動 している中立国の個人などが載せ られ,

公表された。彼 らと取 り引 きすることをイギリスの企業や個人は法律上禁 じられた。また政治的

あるいは他の理由で公表リス トに載せることが好ましくないもの,あ るいは利敵行為 をしている

疑いのあるものは,非 公開のブラック ・リス トに載せ られた。ブラック ・リス トは司法的な措置

をとるための ものではな く,当 局が彼 らの活動 に行政的に介入 しうるための ものである。この他,

規制措置のない国などで,望 ましくない通商活動に従事 している疑いがあるが,そ のことを証明

することのむずかしい企業や個人 に対 しては,法 定 リス トやブラック ・リス トの代わ りにホワイ

ト・リス トがつ くられた。

これ らリス トの作成のための情報や戦時禁制品を運んでいる疑いのある船舶についての情報は,

コン トラバン ド・コントロールの厳格 な適用のために欠かせないものであ り,こ うした情報は英

政府の外交機関の出先や税関か ら,あ るいは貿易や運送業務にたず さわる企業の出先機関から頻

繁 に伝えられた。
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このような国民に対 しての禁止事項,あ るいは戦時の国民の順守すべ き事項は,イ ギリスにあ

ってはコモンロー(commonlaw)か らまず引 き出されるべ きことであった。戦時にあって国民

のlli頁守 しなければならいことへ の抵触は,コ モ ンローへの違反(anoffenseatcommonlaw)と

してとらえられたのである。そして戦争が始 まると,貿 易関係者にはコモ ンローで義務 とされる

行為について通告書(NoticetoTraders)が 配 られた。 しかし,何 が違反の行為かはより正確 に

規定されなけえればならない必要が生 じ,ま たコモ ンローへの違反 といえなくても国家や国民 に

とって望 ましくないと考 えられる取 り引きを禁止する必要が生 じることは自明の理であった。そ

のために敵 との交易に関する法案(aTradingwiththeEnemyBill)が 準備され,戦 争が勃発 さ

れると直ちに議会に提出され,法 令化がはか られた。こうした手続 きは,第1次 世界大戦での経

済戦争の遂行で混乱を生 じたことの反省からとられた措置であろう。

この立法の主たる狙いは,敵 とのいかなる通商や金融上の行為,あ るいはその他の利敵行為 を

公式の許可のある場合を除いて禁止するものであった。この禁止条項はイギリスおよび他の諸国

に滞在するすべての英国人に適用された。

この場合敵 とは何 を指すかということが常に問われる問題であ り,法 令 も敵を次のように規定

した。(1)敵 の領土内の政府機関,(2)敵 の法の もとに組織 された企業や団体,(3)敵 の領

土内に居 を定めるか,あ るいは居住する人物,(4)敵 の領土内の企業や組織の中枢機関か らコ

ントロールされている支部組織の4つ の範躊である。経済戦争の敵 として規定された範囲は,総

力戦のもとで政府や軍部の組織,軍 需産業の組織 を超えた全国民や組織を対象にしたものであっ

た。

フランス崩壊後の封鎖的措置 を強化する措置は,法 の適用拡大 と利敵行為 に関する情報の集積

とその利用,ア メリカとの情報の交換などの総合力 をもとに組み立てられ,輸 出ライセンス制度

や航行適格証明制度,船 舶適格証明制度などを支柱 どして運用 されたのである。

第3章 イギリスの経済戦争に対応するアメリカの政策変化

第1節 国防強化法による対英支援

フランスの崩壊でヨーロッパの大部分が ドイツの支配下に入 り,ま たイタリアの枢軸国側に立

っての参戦 と日独伊3国 同盟の発足で,ア メリカの世界は決定的に狭 まった。アメリカはすでに

デンマークとノルウェーが侵攻された1940年4月9日 の翌日には両国の在米資産 を凍結,さ らに

ドイツ軍がベネルックス諸国に侵攻を開始 した5月10日,こ れら3国 の在米資産 を凍結する迅速

な措置をとった。そしてオランダが降伏 した5月16日 には,ル ーズベル ト大統領は大規模 な再軍

備計画を発表 している。

5月19日,英 経済戦争省 は次の行動 をとることをアメリカに要請 した。第1に,ア メリカにお

ける ドイツの資産を凍結すること,.第2は,ラ イセンスのあるものを除いてヨーロッパからアメ

リカに運ばれる個人の債権の売却を阻止すること,第3に,ア メリカも自国の港か らヨーロッパ

に向けて出航する中立国の船舶に対 して,交 戦国に無害な物資や 人物を輸送 している証明書 を交

付する制度(navicertsystem)を 適用すること,こ の航行適格証明書なくしてヨーロッパ を目的

地 とするいかなる輸送 も認められないこと,第4に 必要に迫られた場合に米政府が普遍的な輸出

ライセンス制度 を取 り入れることであった。

すでに5月16日 の大統領の議会への教書で,ア メリカの再軍備計画の一環 として戦争準備のた

めの必需物資全般の確保が強調された。大統領は,侵 略者がアメリカ大陸に達する前に彼 らを退
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ける準備をしてお く必要を強調 し,1940年7月 から始まる会計年度のなかで国防予算の減額を試

みようとしていた議会の説得にあたった。また西半球の防衛が強調 されるなかで,米 英の利害の

調整が目指された。自国や自陣営の物資供給 をはかるとともに,敵 国への供給を否定することで

あった。アメリカもヨーロッパの中立国が ドイッの侵略 ・占領でその独立 した地位 を失ってい く

ことをうけて,経 済戦争の敷居を跨 ぎはじめようとする姿勢を示 したことになる。そ してこの経

済戦争の範囲は事の性格上世界的とな り,ア ジアにも,中 東にも,ア フリカにも,南 米にもより

具体的なかたちで及んでい く。

5月20日,ア メリカのハル国務長官 はイギリスの経済戦争強化の提案 に同情的配慮が直ちには

らわれるとのべた。そ して英経済戦争省は重要物資 と必需品のリス トを米国務省に提出 し,ア メ

リカがこれまで とっていた道義的禁輸の政策(moral-embargopolicy)か ら決定的な一歩を踏み

出して,法 的根拠に基づ く行政的規制力のある大幅な輸出ライセンス制度の導入を期待 した。

フランスの崩壊はアメリカの防衛本能をさらに刺激 した。6月16日 にフランスのヴィシー政府

が ドイッに休戦を求めた翌日には,独 自の判断で自国におけるフランスの資産を凍結 した。 ドイ

ツに屈服 したペタン元帥のヴィシー政権 にフランスの在米資産を引 き渡 さないようにするための

一面では経済制裁の
,他 面では経済防衛的な政策が とられたのである。 さらに6月28日,国 防強

化法(ActforStrengtheningtheNation'sDefense,以 下国防法 とする)が 議会を通過 した。この

国防法の第6条 によって,大 統領は軍事上の装備や部品 ・弾薬 ・工場に必要な機械や道具 ・原料

などについての輸出やサービスを禁止 もしくは削減する権限が付与された。7月2日,大 統領は

同法案に署名 し,ラ イセンスを要する項 目を宣言 した。

イギ リスからすれば,ラ イセンスを要する項 目についてはまだこの段階ではいかなる意味で も

英政府の経済戦争の要求を満たすものではなかったという15。というのは,銅,ニ ッケル,鉛,

亜鉛,コ バル ト,屑 鉄など金属スクラップ,綿,石 油製品などがそのリス トに含 まれていなかっ

たか らである。さらに実際的な戦争のための必需物資や機械類,あ るいはゴム ・タイヤ,タ イ

ヤ ・スクラップのような組み立て前の物資 などもライセンスか らはずされていた。

イギリスか らみて,ア メリカのとった措置は選別的な輸出ライセンス制度であった。この選別

的輸出ライセ ンス制度はナチス ・ドイッのような全体主義国家への供給 を防止 ・削減するという

より,ア メリカの不足 を補うものとしてまず適用されたとみられた16。

しかし,そ れはアメリカが経済戦争の重要性に気がつかなかったということではなかった。そ

の背景にはい くつかの主な要因があった。輸出ライセンス制度をとるための組織ができていなか

ったこと,ド イッと日本 に対する攻勢的行動 として うけとられることを警戒 したこと,大 統領選

挙が近づ き孤立主義の修正に大胆であ りえなかったこと,西 半球 とアメリカの防衛 にとって枢軸

国への経済的攻撃が もっとも効果的かどうか十分な自信のもてなかったこと,フ ランスの崩壊後

の敗北主義の影響,封 鎖 という言葉の持つ不快 さ,イ ギリスの干渉に便宜を与えるという非難な

どが挙 げられた17。

イギリスの観点か らは,ア メリカの立場は輸出ライセンス制度をとってもなお選別的であ り,

中立国として戦時禁制品の輸出を交戦国に行わないとい う中立国の基本的枠組みを踏み越 えてい

なかった。 ドイッや日本のような敵性国家に完全な禁輸政策をとれば,戦 争 に巻 き込 まれる懸念

があり,11月 の大統領選挙をまえにして,敵 性国家への禁輸政策に通 じる十分な輸出ライセンス

制度 をとるリスクを避けたとみられたのである。

しかし,選 別的であろうと輸出ライセンス制度が とられたことは,ア メリカが ドイッや日本に
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対 して封鎖的経済圧力の政策を適用する決定的な道程 を示す ものであった。イギリスの経済戦争

が第2の 段階に入ってい く上での不可欠な支えとなったのである。

経済戦争が第2の 段階に至る決定的な時期は,ド イッがフランスを追いつめた6月 か らイギリ

スへ攻撃の焦点を定めた7月 にかけてであった。 日本はビルマ ・ルー トの閉鎖 とインドネシアへ

の石油資源獲得 を目的に政治的 ・軍事的圧力 をイギリスにかけた。またヒ トラーはフランスの崩

壊後孤立 したイギリスを陥落させるため,7月16日 に下命 したシーライオン(SeaLion)と 呼ば

れる英侵攻作戦を発動 させ,9月 にかけてイギリスの戦闘機を破壊するため猛烈 な空襲を敢行 さ

せ た。 また ドイッの軍事 占領地域 となった フラ ンスの ブルターニ ュ半 島南 部の ロ リア ン

(Lorient)の 港 を基地としてUボ ー トを発進 させ英封鎖をめざした。この時期 を通 じてアメリカ

はイギ リスとの経済戦争 に関する協議 を進める中で,選 別的な輸出ライセンス制度 を対 日経済封

鎖 に向けて発動 しはじめたのである。

ビルマ ・ルー トの閉鎖 に向け日本が直接的な圧力をかけたのは,フ ランスのペ タン政府が ドイ

ッに休戦を申し入れた6月16日 か ら数 日しか経たない6月19日 か20日 の頃であ り,英 軍のダンケ

ルク撤退を間近かに控えた連合国の危機のときであった。外務省か らの公式な申し入れではなく,

参謀本部の土橋勇逸第2部 長がイギリスの 日本大使館付 き武官に,中 国 に対するビルマ国境及び

香港国境の即時閉鎖な らびに上海よりの英軍撤退を要求 している18。日本はこの好機を逃せば末

代 までのそ しりを免れないと感 じていると,駐 日英大使 クレーギー19は本国への軍事情報伝達で

述べている20。この要請は外交ルー トを飛び越 して行われたものであ り,日 本がこれまで利害対

立国の弱みにつけこんで外交を行って きたとしても,外 務省や企画院 と十分 な検討を総合的に行

った結果ではな く,外 務省が窓口問題 として後で弁解をしなければならないものであった。 しか

しその外務省 も6月24日 には,有 田外相からクレーギー英大使 に覚書のかたちでビルマ経由の武

器輸送停止の勧告 を行った。

イギリスにとっては日本 との戦争は ドイッとの死闘を演 じている中で避けなければならなかっ

たが,中 国に対する中立国としての立場は維持 しなければならなかった。イギリスは日本に対 し

ても戦争努力に必要な同様な物資を供給 しているわけであり,中 国を差別するわけにはいかない

という原則的立場があった。しか し日本の要請を退ければ,香 港の閉鎖や上海などにおける経済

活動への圧力は避けられなかった。ここでイギ リスのとった措置は,3ヶ 月間の雨季の問のほと

んど影響 をうけないビルマ ・ルー トの閉鎖であった。イギリスは7月 ユ7日,日 本 とそのための協

定の締結 を行 ったが,ア メリカのハル国務長官はそのような行動は世界貿易の正当とはいえない

障害になると疑問を呈 した。駐米英大使 のローシアン21は,ア メリカが戦争の危険冒してまでイ

ギリスの行動 をしたなら英政府は日本の要求 に抵抗 したであろうと一矢を報いた。このことは,

選別的輸出ライセンス制度をとった2週 間余 り後の出来事であり,ア メリカが原則論をとりなが

ら対日圧力を強める可能性を示唆する もの となった。

第2節 選別ライセンス制度の強化

アメリカが7月 初めに選別的輸出ライセ ンス制度を導入 してから,イ ギリスの経済戦争 とアメ

リカの国防強化の調整 には著 しい進展があった。 日本のイン ドネシアやイン ドシナへの資源獲得

に向けた圧力,ビ ルマ ・ルー ト閉鎖への圧力 を背景にしたもので,と くに7月 中にはい くつ もの
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重大な進展があった。

第1は,戦 争の推移 に対応 した戦時禁制品の統制強化 に関するものである67月31日 に,ド イ

ッの支配圏拡大に対する復仇命令(ReprisalsOrder)が 出された。ヨーロッパ,大 西洋の諸島,

北アフリカの港から出港するアメリカ向け船舶についてその輸送貨物が敵国に帰属するものでは

ないことを明らかにする証明書がないかぎり,差 し押さえ没収 されるという通達であった。イギ

リスの航行適格証明制度 を補完する措置 とみることがで きる。また,ア メリカからヨーロッパへ

輸送 される貨物は船積み前に発行された封鎖海域の通過に必要な航行適格証明書(navicert)が

示されなければ,イ ギリスの禁輸統制をくぐり抜けることはできない という取 り決めが英米間で

成立 し,8月1日 から実施 された。

こうした措置に関連 してイギリスは7月30日 に経済戦争担当相のダル トン22の声明で,戦 時禁

制品の対象地域 と輸出統制強化の目的でフランス本土,ア ルジェリア,チ ュニジア,フ ランス領

モロッコを敵国領土 として扱 うことを公表 した。この敵国領土の認定は,ド イッの支配圏の拡大

に伴 って1940年9月 から41年5月 にかけてフランス領 ソマ リランド,ル ーマニア,ブ ルガリア,
ハ ンガリー,ユ ーゴスラビア,ギ リシア,シ リアへ と拡大 した。 これらの敵国への供給禁止,敵

国からの輸出禁止,中 立国への供給制限 という経済戦争の対象地域の拡大 と質のグレー ド・アッ

プは世界貿易のなかで大 きな部分 を占めるアメリカの協力なくしては不可能であった。

またある国が輸出を制限するということは,他 の国にそれに替わる輸出の機会 を与える可能性

の生 じるだけに,ア メリカと英連邦(コ モ ンウェルス)の 世界経済全般 に関する調整を必要 とす

ることになった。

第2は,太 平洋における石油問題で英米協力の討議が開始されたことである。米海軍長官ノッ

クス23,陸 軍長官スティムソン24,財 務長官モーゲ ンソー25の3者 は,石 油供給 を制限する手段

をとれば,日 本を戦争に駆 り立てることを思い止 ませることがで きるかどうか,そ の可能性を討

議 し,大 統領 とも会談 した。その結果,7月19日 には米国務省から英大使 に日本の石油供給源の

ス トップに関して秘密裏の打診が行われた。日本の石油供給の大半はカリフォルニア,ペ ルシャ

湾,オ ランダ領東イン ド(イ ンドネシア)か らのものに依存 していること,日 本の石油ス トック

は非常 に水準が低いこと,こ れら地域からの石油供給 を不能にすれば日本は戦争に賭けることは

できな くなるであろうことなどであった。そ してこのことを踏 まえてアメリカがすべての国への

石油輸出を完全に禁止することになれば,イ ギリスにとって大 きな助力になるかどうかというこ

とであった。アメリカのすべての国への石油輸出のス トップは差別の非難を避けるためのもので

ある。

これに対 して英政府は,イ ギリスへの供給ス トップは一時的なもの以外ヨーロッパにおける戦

争努力をひどく損なうという立場 をとった。又アメリカの支援の保障な くしてインドネシアへの

日本の攻撃 にイギリスは対抗措置をとることはできないこと,イ ギリスとオランダからすればペ

ルシャ湾 とインドネシアの石油が 日本 に届かぬようにス トップする準備がなされなければならな

い,必 要な場合 にはボルネオとインドネシアの石油精製所や油井を破壊 しなければならないこと

などを米国側 に伝 えた。 この段階で米英 とも石油の完全な禁輸 を支持できる体制にはなかった。

しか しそれにもかかわらず,日 本 と軍事的な交戦状態に入る前 に石油禁輸の問題は具体的な政策

手段 として両国間で調整 されは じめたのである。

第3は,ア メリカが国防強化の自主的立場で輸出ライセンスのリス トの重要な拡大 を行 ったこ

とである。7月26日 に国防法の適用拡大でハイオクタン ・ガソリンやハイ ドロカーボンのような
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航空燃料,テ トラエチル鉛(ガ ソリンに加 えるアンチノック剤),屑 鉄の輸出のためのライセン

スが必要 とされることになった。この措置 はとくに利害関係のあった日本 とソ連の大使に通告さ

れた。

アメリカの新聞の解釈の多.くは,こ れらの品目について輸出禁止が実施 されるというものであ

り,事 実そのとお りであった。ルーズベル ト大統領は7月17日 の日本の圧力 によるビルマ ・ルー

トの閉鎖 とは関係がなく,純 粋に国家防衛の問題であるとした。この輸出ライセンス適用拡大の

問題は,こ の後もイギリスの要請を受けて,ア メリカが自主的に判断するかたちで進められた。

ドイツと日本に対する経済封鎖の政策は,つ ねに漏洩(leak)の 問題がどの地域においてもつ

きまとい,ア メリカとしてもカリブ海やラテ ンアメリカの国々との貿易統制の問題に直面 してい

く。輸出制限は中立国にとっては原則的に不評であ り,見 返 りの経済措置が求められる場合が多

く,地 域貿易の調整,あ るいは世界貿易全体 の調整 に迫られていく。このことは経済の相互関係

の重要1生を認識させることにつなが り,地 域 の調整会議や世界経済の戦後の見 とお しを必要 とさ

せた。すでに枢軸国 との通商 ・金融上の関係 を西半球から一掃することを目的とした1942年1月

15日の汎米 リオ会議開催の伏線が生 じていたのである。

第3節 経済戦争の第2段 階の進展

フランスの崩壊と日本の東南アジアへの圧力の強化の中で,英 米の経済戦争手段の日本に対す

る適用は,ア メリカの輸出ライセンス制度の導入により事実上の禁輸というかたちで進展 し,対

日経済封鎖の体制が整備された。他方,日 本 も対中封鎖に腐心 しなが ら26,1940年7月 には南進

政策を武力行使を伴 う国策までに高め27,徐 々に実行 に移 していった。 この間に日本が英米の対

日経済封鎖の段階的進展を軍事的 ・政治的に分析 した徴候 はみ られない。 日本の南進計画は,英

米の対 日経済封鎖の進展 との関係 を考慮に入れずに立案 ・実行されていった感が深い。

アメリカで航空燃料などの対 日禁輸措置がとられ,ま たイギ リスの戦時禁制品に関する強制的

規制措置を支援する政策調整が進んでいる中で,2ヶ 月後の40年9月 に日本は ドイツ,イ タリア

との3国 軍事同盟を締結 し,北 部仏印に軍を進駐 させた。アメリカがすでに対 日経済封鎖の体制

を整えたあ とであった。その後のアメリカの日本や ドイツへの対応は軍事的なものが顕著に織 り

込 まれることになった。

40年9月 には,イ ギリスの西インド諸島の基地を借 りることと引 き換 えに50隻 の駆逐艦をイギ

リスに貸与 し,41年 に入ると3月 には武器貸与法を成立させた。武器貸与法では,米 海軍の護衛

の下にヨーロッパへ護送船団方式で武器弾薬 を送 り込むことになり,参 戦への敷居 をまた ぐ姿勢

を示すことになった。またこの武器貸与法は食糧やその他戦争努力 に必要な物資の供給 にも道を

つけるもので,イ ギリスが経済戦争を進める上で船舶の補強にしても,中 立国の鉱物資源確保の

ための先買権の行使 にしても,そ のための財政上の余力を生 じさせることにつながったとみるこ

とができる。

さらに1941年5月 には,ド イッと日本に対する経済封鎖 を意味する種 々の重要な措置がとられ,

イギリスの経済戦争 との提携が進められた。第1は 国家非常事態宣言であ り,第2は ドイツの信

用封鎖 と領事館の封鎖である。第3は,ア メリカ経由で中立国に移送されるすべての貨物につい

て輸出許可制度 を適用する措置 をとり,さ らにイギ リスの船舶適格証 明制度(shipwarrant

scheme)と 同様 な制度を導入す るための法案を下院に提出 したことである。また太平洋におけ

るソ連向けの船舶輸送に与えられる便宜の制限を行った。
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第4章 経 済戦 争 の第3段 階 へ の進化

経済戦争の進化できわめて画期的な出来事 としてとらえられたのが,1941年6月22日 ドイッが

ソ連を攻撃 し,独 ソ戦が開始されたことである。この出来事 によってソ連の意図的なまぎらわし

い中立国としての立場は失われ,否 応な く米英陣営の側に追い込まれることになった。イギリス

を悩ませたロシア ・リークは過去のものとなり,日 本 とドイッとの経済関係 も断ち切 られること

になった。

ソ連外国貿易省第1次 官クルティコフ28は,独 ソ戦 開始後の7月 初めの週に,ソ 連を通 じて行

われてきた ドイッへの輸出資料 をモスクワの英大使館員 に手渡 している29。この資料はソ連から

の対独輸出,ソ 連経 由日本からの対独輸出,そ れ にアフガニスタンとイランからのソ連経 由の対『

独輸出の4種 類の統計表であ り,英 経済戦争省の推定 した品目別の輸出量 ときわめて近似 したも

のである。

ドイツに対する封鎖作戦は東からの経済封鎖線が出来上がったということを意味 し,そ れまで

の多 くのリークを生 じたまぎらわしい ものからより明確 なものとなった。アメリカは,ド イッの

ソ連攻撃の翌月の7月 にはアイスランドを予防占領 し,さ らにイギリスに兵器工場 を建設 し,北

アイルランドに海軍基地 を設けた。大西洋における強制的封鎖作戦強化の措置をとることのでき

る体制 を整えたみることができる。イタリアはフランス崩壊の時期にすでに枢軸国側 に参戦 し,
ソ連の連合国側での参戦でまぎらわしい中立国が消滅 して戦時禁制品のリークがほとん ど行われ

な くなり,軍 事力による封鎖の側面がはっきりあらわれた時期であった。 また太平洋 においても

英米両国による対 日経済圧力 に関する連携強化で 日本 に対する封鎖作戦が よりはっきりと描 き出

されることにな り,ソ 連を通 じる中国支援の可能性 も生 じたのである。

日本は対 ソ作戦準備 としての関東軍特殊演習 「関特演」を7月13日 に発動 した。 この 「関特

演」の進捗 していた7月23日,日 本軍の南部仏印進駐の時期を明示 した命令が下 され,30日 には

サイゴンに上陸が行われた。すでにアメリカは7月19日,日 本が発動時期を保留 した南部仏印進

駐の命令を出すに至るまでの経緯 を暗号解読によりキャッチ してお り,25日 に在米 日本資産の凍

結令を公布 した。

この対 日資産凍結令にはとくにルーズベル ト大統領の声明がつけら紅てお り,日 米間の:貿易や

金融取 り引 きすべてをアメリカ政府の統制下にお くことが明言 された30。アメリカの国防や利益

にもとると判断される経済上の行為は禁止され,日 本の征服 によって獲得 された資産の使用 も禁

じられた。日本も直ちに米国資産の凍結 をもって報復 したが,凍 結された日本資産は現金2億 円,

証券3億5000万 円であっ々のに対 し,米 国資産は3億 円であった31。イギリスも直ちに追随 し,

オランダも28日に日本資産の凍結,対 日貿易制限,石 油協定の停止を公表 した。カナダもまた日

本 と中国の資産の凍結 をおこなった。

アメリカの在米 日本資産凍結が,対 日経済圧力あるいは世界的な経済戦争の進展の上でもった

意味はきわめて大 きい。それはすでに ドイツの対 ソ攻撃の開始により経済戦争が第3の 段陛に入

って きたことを如実に指 し示す ものであった。これについて,外 務官僚 を退官 した後当時衆議院

議員であった芦田均は,「米英蘭3国 の共同通商禁止の措置の意義についてはワシントンで もロ

ンドンでもはっきり理解 していた。それ は日本に対 しては世界的通商禁止 とほとんど同様である。
ヨーロッパ ・日本間の海運は途絶 した。中南米諸国か ら日本へのすべての軍事用資材の輸出は,

すでにわずかな量に縮減されていた。 というのは米英両国政府は,こ め地域 に産出されるこれ ら
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軍需資材のほとんどすべてを独占的に買い付ける権利を当時すでに取得 して しまっていたか らで

ある32。」 とのべている。

アメリカをはじめとする資産凍結措置が とられる前に,原 料資源に対する政治的購入や先買権

獲得などによって,ま た輸出規制 ・輸入規制 ・船舶規制 ・金融や保険規制によって,イ ギリスの

経済戦争 はアメリカの支援を受けながら封鎖的段階に入っていた。対 日資産凍結はその最終段階

に入った時点でとられた決定的な措置であったということがで きる。 これによってアメリカと日

本 との通商関係がほとんど断絶することとなったばか りでな く,世 界 との通商関係の途絶を意味

することになった。日本政府は米英両国の通商抑制策についてはある程度予期 していたが,オ ラ

ンダ領東インド(イ ンドネシア)当 局の通商抑止令を予期せず,衝 撃を与 えられた33。石油の輸

入を止める意味をもつか らである。アメリカは8月1日 に対 日石油輸出禁止の命令を出したが,

これは対 日通商禁止措置の直線上の措置であった。すでに英米の新聞論調やラジオ論調は通商禁

止が全面的であることを予期 し,当 然視 していた。

ちなみに大蔵省の 「外国貿易月報」 は1940年10月 以降その発表を停止 し,国 別の輸出 ・輸入貨

物統計 も秘密保持のため1939年 以降発表されず,日 本は経済圧力の中で守勢的な姿勢 をとること

に追 い込 まれていた。戦前では最後に出 された大蔵省の1938年 の国別輸出入貨物統計表(円 表

示)34に よると,輸 出 ・輸入 ともに前年対比で激減 している。 日本と満州国,関 東州,中 華民国

間の輸出や輸入分 を除外 してみると,輸 出貨物は対前年比で36%の 減少,輸 入貨物は37%の 減少

であった。前年の37年 は備蓄の強化で輸入や輸出も急増 した年であるが,1938年 の輸出入額は36

年の水準 をも多少下回るかたちとなった。 また,38年 の米英仏蘭お よびその傘下の地域からの輸

入額 は,全 体の74%を 占めている(満 州国,関 東州,中 華民国からの輸入分 は除 く)。これは中

立的なラテンアメリカ諸国からの分 は含まない ものだが,ラ テンアメリカ諸国が米国の対 日圧力

の傘のなかに入った場合は英米陣営の対 日供給の比率は80%近 くに達することになる。1941年7

月以降の対 日通商禁止の段階に至 るまえに,通 商が断絶 された場合の衝撃の大 きさを示唆するも

のであった。

経済戦争の第3の 段階は,英 戦争経済省の資料を総合して判断すると日米戦争が開始されたと

きである。経済戦争は常に戦争の推移に対応するものであるか ら,大 づかみにいえばそのとお り

であろう。 しか し実質的には,独 ソ戦の開始の時期が第3段 階の幕開けであり,ド イツに対 して

も,ま た日本 に対 しても封鎖の環境を整えることになった。 日本軍の南部仏印進駐に対 して報復

的になされた米英蘭共同の対 日通商禁止の措置 もこの封鎖環境の整 うなかで行われ,石 油の対 日

禁輸 に直結す ることになる。

英経済戦争省 は経済戦争の遂行に関しては日米開戦によってあらたな政策の立案や適用を迫 ら

れたと感 じていない。太平洋戦争の勃発が経済戦争省の仕事にそれほど甚大な影響を及ぼさなか

ったとしている35。その理由としては,① 戦争開始に先立って米英 と日本との貿易はすでに凍結

命令 によって何 ヶ月 もの間停止されていた②アメリカはすでに枢軸国に対する経済戦争の多 くの

手段 をとっていた③ラテン ・アメリカ諸国は太平洋戦争が勃発 しても従来からの中立の姿勢 をほ

とんど変えなかった,こ とが挙げられた。すでに1941年6月 の独 ソ戦の開始 とその対応で経済戦

争の手段は尽 くされ,戦 時の対日封鎖作戦に向けての体制は完了していたとみているのである。

イギリス政府の手で編纂 された 『第2次 世界大戦史』のシリーズで経済封鎖 を担当 したメ ドリコ

ット教授(当 時エグゼター大学 ・歴史学教授)は,経 済戦争の本当の意味の転換点は真珠湾では
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な くドイッの対 ソ攻撃であったことは疑いもない事実であるとのべている36。

第5章 経 済戦 争 あ るいは経 済圧 力 の形 態 の分析

第2次 世界大戦時の英独経済戦争,日 本が参戦する前の英米両国の対 日経済圧力 ,日 本が参戦
前にアジアの英 ・仏 ・オランダの植民地に加えた経済圧力について,そ の主たる形態 を分類する

と,次 のようになる。

なおここでは,戦 争勃発後の敵国に対する経済破壊活動全般 については経済戦争,戦 争勃発前
の敵性国家 に対する経済抑制活動 については便宜上経済圧力 という用語を用いた。経済圧力 と経

済戦争は戦争が起る前後の時期的な差をあ らわす もので,戦 時の敵国に対する経済破壊活動 と戦

前の敵性国家に対する経済抑制活動は実質的に同様の手段 によるものが多 く,同 じ分類上の対象
とした。

第1の 形態=敵 国(交 戦国)に 対する経済戦争を遂行するための立法措置など法律の整備 と行政

上の規制活動の強化

目的:自 国領土内の企業や個人の直接的,あ るいは間接的な利敵行為 を封 じ込めるため,法 律 に
よって経済戦争を遂行する基盤 をつ くり,行 政上の規制活動を強化すること

手段:① 利敵行為 を具体的に禁 じる法律 を策定する。

② 法律 と行政措置によって,輸 出規制を行う。L

③ 法律 と行政措置によって,輸 入規制を行 う。

④ 法律 と行政措置によって,船 舶輸送の規制を行 う。

第2の 形態=利 敵行為に関する機密情報の収集

目的:敵 国や敵性国家の経済活動を抑制するために,敵 性国家や中立国の利敵行為に関 して情報

を収集 し分析すること。

手段:① 戦時禁制品の荷受人 となる疑いのある企業 ・組織や個人に関する情報 を収集する。

② その他の利敵行為を行 う疑いのある組織や個人に関する企業 ・組織や個人に関する情

報を収集する。

③ 敵国に対する経済戦争,あ るいは敵性国家 に対する経済圧力を支援するための経済貿

易統計を作成する。またそのために関係する中立国に関する経済貿易統計 を作成する。

④ 中立国の利敵行為 を行った企業や組織 個人のリス トを作成する。

第3の 形態=中 立国からの供給の確保

目的:自 国の戦争努力に必要な重要物資 について中立国からの供給を確保すること。

手段:① 重要物資の生産や流通 を支配す る企業に対 して支配力 を強化する。

② それ らの企業に対 して,重 要物資の一定量を自国に輸出することを約束させる。

③ そのための支払方法や条件 を事前 に取 り決める。

④ 中立国政府 と戦時貿易協定 を締結 し,そ のなかで重要物資の輸出の確保をはかる。

⑤ 中立国政府 に対 して,種 々の経済的 ・政治的 ・あるいは軍事的便宜供与を自国に与え

るよう約束 させる。戦時貿易協定 もその1つ の例だが,政 治的 ・軍事的便宜供与につ

いても協定の締結を求める。
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第4の 形態=中 立国の重要物資の敵国あるいは敵性国家への供給阻止

目的:戦 争努力に必要な重要物資が中立国か ら敵国や敵性国家の手 に渡らないように阻止する。

手段:① 敵国や敵性国家への中立国か らの重要物資の輸出額が,従 来の輸出額 を超えない よう

に交渉する。超過分の輸出額が,中 立国から敵国や敵性国家に再輸出される可能性が

生 じるからである。

② 中立国か ら,敵 国や敵性国家に対する輸出に関 して自主的な割 り当て計画(rationing

programme)を 実施 させる。

③ 中立国から,敵 国や敵性国家 に対す る輸出に関 して交戦国や敵性国家に対する輸出に

関 して強制的な割 り当て計画(compulsoryrationingprogramme)を 実施する。

④ ①か ら③に関 して,戦 時貿易協定を結ぶ努力 を行う。

⑤ アメリカをして,敵 国あるいは敵性国家に重要物資が渡 らない ように輸出ライセンス

制度をとらせ る。

⑥ ⑤ に関して,輸 出ライセンスの対象 を戦争努力に直接役立つような重要物資 だけでは

な く,生 活維持のために必要なすべての物資にまで広げる努力をする。

⑦ ⑤ に関して,輸 出ライセンス制度か ら実質的な輸出禁止の政策へ と質的強化が行われ

ることを期待する。

⑧ 敵国や敵性 国家が他の国から代替の物資の供給 をうけないように,中 立国にその よう

な物資の供給 を敵国や敵性国家に対 して行わないように働 きかける。

⑨ 中立国の資源に関して,自 国の需要がな くて も敵国や敵性国家の手に渡 らないように

先買権による購入(pre-emptivepurchases)を 行 う。

第5の 形態=敵 性国家に対する最恵国待遇の取 り消 し

目的:相 互主義に基づ く貿易上の便宜一切を認めず,敵 性国家の通商上の立場を不利にお くこと。

手段:通 商条約の廃棄 を一方的に通告 し,期 限を決めて失効 させる。

第6の 形態=敵 国や敵性国家の資産凍結

目的:自 国および自国支配の領土内にある敵国の資産を没収 した り,敵 性国家の資産を凍結する。

手段:① 敵国管理下の資産の没収や敵性国家管理下の資産の凍結 を行う。

② 敵性国家に関しては,そ の国との貿易取 り引 きや 金融取 り引 きを政府管理下におき,

自国の国益 に反 した方法で行われることを禁止する。

第7の 形態=敵 国への戦時禁制品の供給についての強制力を伴 う阻止活動

目的:公 海もしくは封鎖線で,敵 国に戦争努力に不可欠な重要物資が直接 ・間接 に供給されない

ように監視 ・阻止行動 をとる。

とくに海上で とられる手段:

① 封鎖地域を設定する。

② 海軍 による実力行使 を前提に,禁 輸物資 を積んでいる嫌疑のある船舶 に停戦 を命 じ,

立ち入 り検査を行 う。(compulsorynavicerting)

③ 輸出許可証明書,荷 受人の支払い証明書,航 行適格証明書,船 舶適格証明書などの携

行を義務づける制度を整備する。
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④ 強制的な海上臨検では必要書類の点検を行い,嫌 疑の濃厚 なさいは,そ の船舶を拿捕

し最寄 りの海軍基地に連行 し,積 み荷を改めるなどの強制措置をとる。

⑤ 禁輸の対象 となった品目が発見 された さいは捕獲審判所で審判 を行い,没 収するか買

い取 りを行 うかなどを決定する。

⑥ 中立国か らこうした強制措置 について国際法の観点か ら抗議 のなされた場合は,外 交

交渉に委ねる。

第8の 形態=敵 国に対する封鎖あるいは経済活動破壊のための軍事行動

目的:敵 国の戦争遂行に必要とされる物資の獲i得を阻止するために,海 上 ・陸上 ・空中において

軍事力を使用すること

手段:海 上において

① 敵船 と敵国の貨物の捕獲i

② 中立国の旗の下で敵国に直接 ・間接 に向けられる貨物の輸送の阻止

③ 敵国の沿岸の封鎖

④ 中立国の旗の下に行われる敵国の輸出品の捕獲

⑤ 敵国の港への直接攻撃

陸上において

重要な経済地域への侵攻

空中において

① 公海上の敵国の船舶輸送への攻撃

② 敵国の貿易ルー トの重要地点への攻撃

③ 重要物資の生産 ・貯蔵 ・流通の拠点に対する攻撃

第6章 まとめ

敵国に対する経済戦争,あ るいは敵性国家 に対する経済圧力を以上8つ の形態 に分析 した。そ

の形態の2か ら7に ついては,経 済戦争ばか りでなく交戦状態に入る前の敵性国家 に対する経済

圧力にも当てはまるものである。ただ し1及 び8(敵 国に対する封鎖あるいは経済破壊活動のた

めの軍事行動)に ついては,交 戦状態 に入る前の敵性国家 にはあてはまらない。

なお経済戦争全体(形 態1か ら8)を 示すために過去 においてしば しば封鎖 という言葉がおお
'まかに使われた

。この小論で も封鎖 という言葉を一般的に使 った。 しか し法的にいえば封鎖は敵

国の沿岸の包囲(investment)を 指す。封鎖は海軍力 によって封鎖 された沿岸と外界 とのコミュ

ニケーションをいっさい断ち切るための ものである。第1次 世界大戦時にはわずかな事例を除い

て封鎖は確立 されなかったが,第2次 世界大戦時には ドイッや日本に対 して封鎖が成立 した。形

態の分析か らいえば,形 態6,7,8で ある。ただ し,形 態8の 海上における手段の⑤(敵 国の

港への直接攻撃),陸 上における重要な経済地域への侵攻,空 中における手段の②(敵 国の貿易

ルー トの重要地点への攻撃)お よび③(重 要物資の生産 ・貯蔵 ・流通の拠点に対する攻撃)に つ

いては,陸 海空3軍 の軍事作戦とも重複するので,取 り除 くこともできる。

さて日本への経済圧力を含めたイギリスの枢軸国に対する経済戦争の第!の 段階としての1939

年9月 から40年6月 までの時期には,中 立国に対する対応が前面に押 し出された。経済戦争の形
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態2か ら5ま での手段が主 としてとられ,立 法 ・行政的措置に支えられた外交活動が活発化 した。

経済戦争の第2の 段階である40年6月 か ら41年6月 までは,形 態4の 手段が英米の連携のもと

に整備 された。また戦争の進展 しているヨーロッパではアメリカによる枢軸国やその支配地に対

する形態6の 手段が登場 した。 また緊張の高 まったアジアで も日本に対する経済圧力 としてとく

に米英の協力体制の もとに,形 態7の ③ に挙げた輸出許可証明書,荷 受人の支払い証明書,航 行

適格証明書,船 舶適格証明書などの携行 を義務づ ける制度が整備 され,対 日封鎖活動が進展 した。

さらに経済戦争の1941年6月 からの第3の 段階では,ド イッによるソ連攻撃でまぎらわしい中

立国であったソ連の立場が否応なく大転回 し,封 鎖の条件が ドイツに対 して も,ま た日本に対 し

ても整った。 日本に対 しては形態6の 資産凍結 も徹底 した形でとられ,日 本が戦争 に参加 した場

合,形 態1か ら8ま でのすべての経済戦争の手段が総合的に適用される体制が整備 されることに

なった。

さて最後に,1940年10月 以降は発表を停止 した大蔵省の 「外国貿易月報」 に代わって,日 本銀

行が敗戦後間もな く逸散 した資料 を集めながら編纂 を開始 した 『満州事変以後の財政金融史』 に

よって,経 済戦争の第1の 段階(1939年9月 一1940年6月),第2の 段階(1940年6月 一1941年

6月),第3の 段階(1941年6月 一1941年12月)の 日本の世界経済市場か らの孤立の状況を眺め

て見 よう37。1938年 の欧州からの輸入の構成比率が14%で あったのに対 し,39年 は11%,40年 は

6%,41年 のそれは僅か4%と な り,1939年 以降の減少 は貿易関係の途絶への道の りをたどって

いる。他方で北米地域からの輸入は,1938年 の構成比率が38%,39年 と40年が39%と 比較的高か

ったのに対 し41年 には22%へ と激減した。 とくにアメリカゐミ1940年7月 に導入 した選別的輸出ラ

イセンス制度の適用を拡大 ・強化 し,41年7月 には日本の資産凍結措置にたどりつき,イ ギリス

の経済戦争の封鎖政策 と歩調を合わせ ることになったことが反映 している。一方で,日 本か らの

欧州や北米地域 に向けた輸出の構成比率 も1939年 以降は激減 した。1941年 には欧州の構成比率は

わずかに2%,北 米も12%と なっている。

『満州事変以後の財政金融史』は
,日 本の国際貿易の終局点となった米英蘭の対 日資産凍結につ

いての衝撃 に関 しては概略次のように記述 している。「対 日資産の凍結にあって日本の世界貿易

は円域貿易に転換 した。 しか し円域貿易で従来の第3国 貿易 に完全に代位 させることは不可能で

あり,資 本主義の再生産の進行を不可能にするものであった。それによって軍需生産力 を増大さ

せることも望み得ないことであった。 したがって販売市場 と原料資源の確保のためには日本は軍

事的占領 を拡大するしかないことになり,日 本 は太平洋戦争 を開始 した38」

しかしこうした対 日資産の凍結 と円域貿易への転換 より前に,39年 世界大戦が始まったとき以

来,日 本が他の中立国との貿易関係の維持開発 をはかる外交努力 よりも,戦 争必需物資を常 によ

り多 く確保すべ く軍事圧力 をかけて きた事実にも目を向けなければならない。41年6月 にオラ

ンダ領東インドとの重要物資買い付けに関する貿易交渉を,日 本の力から見て取 るものが少なす

ぎるとして打 ち切 りにしたこともその一例であろう。英米両国の対 日経済圧力から経済封鎖に至

る段階的進化 に対 して,そ の綻びを生 じさせるための外交活動や武力行使 の抑制措置をとらずに,

むしろアメリカやイギリスの世論を硬化させて対 日経済圧力の連携 に力をか した。閉塞的な円ブ

ロック貿易政策に追い込 まれてしまったことは歴史の教訓 として刻んでおかなければならない。

一171一



太平洋戦争勃発で名実ともに全世界的となった経済戦争そのものは,連 合国の反撃が始まった

1942年 後半以降,外 交的活動を織 り込んだ総合調整活動の重要性を低下 させてい く。イギリスの

経済戦争省は ドイッの降伏 した1945年5月8日 から3週 間後の5月28日,日 本の敗戦を待つこと

なく残余の機能を外務省 に移 して解散 した。 しか し第2次 世界大戦時の経済戦争のノーハウは,

戦後世界の経済相互依存関係の重要性 を認識 させ ることになった。またさらに重要 なことは,経

済戦争の経験:が戦後の国際社会における経済制裁の方法論や実践のうえで大 きな蓄積 となって影

響を及ぼしていることである。これについては別の機会でとりあげることとする。

なおこの小論文は,文 教大学国際学部の平成9年 度共同研究の助成を受 けた 「現代東アジァ世

界の構図と諸改:革の展望」の課題に関連 した1部 分である。
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